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第３章 計画地及びその周辺地域の概況並びに環境の特性 

 

１ 計画地及びその周辺地域の概況 

（１）気象の状況 

計画地に最も近い一般大気測定局である宮前測定局における令和 3 年度の風配図は、図 3

－1 に示すとおりで、年間最多風向は北（15.5％）、年間平均風速は 1.9m/s である。また、

同局の令和 3 年度の月別平均気温は図 3－2 に示すとおりで、年間平均気温は 16.3℃であ

る。降水量については、宮崎消防における令和 3 年度の月別雨量を図 3－3 に示すとおり

で、年間降水量は 1,647mm である。 

 
 

 

年間平均風速 1.9m/s 

静穏率（Calm＊） 年度合計 414 時間（4.7％） 
 

風向頻度 
 

風向別平均風速 
注：測定時間数＝8,754 時間 

＊：Calm は、風速 0.4m/s 以下をいう。 

出典：「大気環境情報 大気環境測定データダウンロー

ド」川崎市ホームページ 

（令和 3 年 4 月～令和 4 年 3 月） 
 

図 3－1 風配図 

 

【宮前測定局】 

令和 3 年度 年間平均気温 16.3℃ 

           【宮崎消防】 

           令和 3 年度 年間降水量 1,647mm 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：「大気環境情報 大気環境測定データダウンロード｣

川崎市ホームページ 
（令和 3 年 4 月～令和 4 年 3 月） 

出典：川崎市提供資料（川崎市危機管理本部）  
（令和 3 年 4 月～令和 4 年 3 月） 

図 3－2 気温の月平均値 図 3－3 月別降水量 
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（２）地象の状況 

計画地はほぼ平坦な地形で、標高（T.P.）は平均約 67m である。また、「川崎市環境地質

図」（昭和 56 年 3 月、川崎市）によると、下末吉台地に該当し、大部分が「オシ沼砂礫層

（砂、礫）およびＴ２(多摩Ⅱ)ローム層」となっている。「ガイドマップかわさき 地質図

集」（川崎市ホームページ）の計画地付近の柱状図では表層から約 10m までは「有機質土

混じり粘土質ローム」、それ以下では「有機質土混じり砂」となっている。 

また、「川崎市地震被害想定調査報告書」（平成 25 年 3 月、川崎市）によると、計画地

における川崎市直下の地震の液状化危険度は、「液状化対象外」の範囲に含まれている。な

お、液状化判定の対象とする地層は、過去の液状化事例に基づいて、緩い砂を主体とする

地層が深度 20m 以浅に現れる地下水位以深の地層としている。 

 

（３）水象の状況 

計画地周辺地域の河川の位置は、北側約 700m を矢上川（普通河川・準用河川）が東側

に向かって流れている。南側約 500m を有馬川は東側に向かって流れ矢上川に合流し、矢

上川は最終的に鶴見川に合流する。計画地及びその周辺地域は公共下水道が整備されてお

り、計画地の雨水は、雨水管を通じて、公共用水域（河川）へ排水されている。 

地下水位については、「ガイドマップかわさき 地質図集」（川崎市ホームページ）の計

画地付近の柱状図によると、地下水位は地表から－6.70m となっている。 

浸水被害については、過去 10 年間の浸水被害を示す「ガイドマップかわさき 浸水実

績図」（川崎市ホームページ）によると、計画地の北東側約 800m～1000m に浸水被害箇

所がみられる。 

湧水地については、「湧水地について」（川崎市ホームページ）によれば、計画地周辺地

域には「川崎市水環境保全計画」（平成 24 年 10 月、川崎市）の整備対象となっている湧

水地は存在しない。 

 

（４）植物、動物の状況 

計画地周辺地域は、商業施設、業務施設、鉄道用地、集合住宅・戸建住宅等からなる市

街地であり、公園、商業施設、住宅地等に植栽樹木がみられるが、自然植生や注目される

植物種、群落、注目される動物の生息地等はない。 

計画地は商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等として利用されており、街

路樹等の植栽樹木がみられるが、自然植生等は存在していない。 

また、計画地は、「生物多様性かわさき戦略」（令和 4 年 3 月、川崎市）において「矢上

有馬生態系エリア」に位置しており、取組の方向性として「緑化推進重点地区（宮前平・

鷺沼駅周辺地区）の取り組みにより、生き物の生息・生育環境を保全・創出」されると示

されている。 
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（５）人口、産業の状況 

ア 人 口 

計画地の位置する鷺沼一丁目、鷺沼三丁目、小台一丁目、宮前区全体及び川崎市にお

ける世帯数と人口の状況は表 3－1 に、人口の推移は図 3－4 に示すとおりである。 

令和 4 年 3 月末日現在の宮前区の世帯数は 108,088 世帯、人口は 233,947 人であり、

川崎市全体に対して、14.0％、15.4％を占めている。 

計画地及びその周辺地域の町丁の世帯数は鷺沼一丁目が 2,262 世帯、鷺沼三丁目が

1,274 世帯、小台一丁目が 1,605 世帯、人口は鷺沼一丁目が 4,448 人、鷺沼三丁目が 2,585

人、小台一丁目が 3,273 人である。また、各町丁の過去 5 年間の人口は、ほぼ横ばい状

態にある。 

 

表 3－1 世帯数及び人口の状況 

対象地域 世帯数（世帯） 人 口（人） 

宮
前
区 

鷺沼一丁目 2,262 4,448 

鷺沼三丁目 1,274 2,585 

小台一丁目 1,605 3,273 

宮前区全体 108,088 233,947 

川崎市 774,649 1,521,692 

注：町丁別世帯数・人口は令和 4 年 3 月末日現在の値 

出典：「町丁別世帯数・人口」川崎市ホームページ 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
注：平成 30～令和 4 年各年の 3 月末日現在の値を示す。 
出典：「町丁別世帯数・人口」川崎市ホームページ 

 

図 3－4 町丁別人口の推移 
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イ 産 業 

平成 28 年 6 月 1 日現在で実施された「川崎市の経済－平成 28 年経済センサス－活動

調査結果（確報）－」によると、川崎市及び宮前区の産業分類別事業所数及び従業者数

は、宮前区の事業所数は 4,181 事業所、従業者数は 46,011 人であり、川崎市全体に対し

て 10.2％、8.5％を占めている。 

宮前区の事業所数は「卸売業、小売業」が最も多く、次いで「医療・福祉」、「建設業」、

「宿泊業、飲食サービス業」の順となっている。また、従業者数は「卸売業、小売業」

が最も多く、次いで「医療・福祉」、「宿泊業、飲食サービス業」、「建設業」の順となっ

ている。 
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（６）土地利用状況 

ア 土地利用規制状況 

計画地に係る土地利用規制状況は表 3－2 に、計画地及びその周辺地域の用途地域は

図 3－5 に示すとおりである。 

計画地の用途地域は商業地域に指定され、建ぺい率は 80%、容積率は 500%に指定さ

れている。 

計画地周辺地域の用途地域は、商業地域、近隣商業地域、準工業地域、第二種住居地

域、第一種・第二種中高層住居専用地域、第一種低層住居専用地域に指定されている。 

なお、図 3－5 に示すように鷺沼駅周辺には「鷺沼地区地区計画」が指定されている。 

 

表 3－2 計画地に係る土地利用規制状況 

項 目 土地利用規制状況 

都市計画区域 ・市街化区域 

地域地区 
・商業地域 

・防火地域 

建ぺい率 

・80％ 

（ただし、防火地域内にある耐火建築物は、建ぺい率が 100％

となる。） 

容積率 ・500％ 

その他の 

土地利用規制 
・鷺沼地区地区計画（一部）、宅地造成工事規制区域 

出典：「ガイドマップかわさき 用途地域等」川崎市ホームページ 

 

イ 土地利用現況 

計画地及びその周辺地域における土地利用現況は図 3－6 に、計画地及びその周辺地

域の状況は写真 3－1 に、またその撮影位置は図 3－7 に示すとおりである。 

計画地は鷺沼駅に接し、商業用地、業務施設用地、道路用地（道路、交通広場）、その

他の空地（駐車場等）として利用されている。 

計画地周辺地域については、計画地北東側は鉄道用地、併用集合住宅用地や集合住宅

用地が分布しており、計画地南側から西側の道路（市道鷺沼 36 号線、市道鷺沼線）沿道

は併用集合住宅用地、商業用地が分布し、その背後には集合住宅用地が分布している。

計画地北西側は、運輸施設用地を挟んで商業用地、併用集合住宅用地が集中し、その周

囲に集合住宅用地が分布している。 
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図 3－5 
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図 3－6 



 190

 

 

①計画地東側 
（市道久末鷺沼線道路から計画地東側を望む） 

②計画地北東側 
（市道小台 23 号線道路から計画地北東側を望

む） 
 

  

③計画地南東側 
（市道久末鷺沼線と市道鷺沼 36 号線の交差点か

ら計画地南東側を望む） 

④計画地南西側 
（市道鷺沼線と市道鷺沼 36 号線の交差点から計

画地南西側を望む） 
 

  

⑤計画地西側 
（市道鷺沼 16 号線道路から計画地西側を望む） 

⑥計画地北西側 
（市道久末鷺沼線道路から計画地北西側を望

む） 
注 1：写真撮影地点及び撮影方向は図 3－7 に示す。 

注 2：令和 4 年 7 月撮影 

写真 3－1 計画地及びその周辺地域の状況 
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図 2.1－10 写真撮影地点位置図 

  

図 3－7 
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（７）交通、運輸の状況  

ア 道 路 

計画地周辺地域の主要な道路の状況及び道路交通センサス交通量調査地点は、図 3－

8 に示すとおりである。 

計画地周辺地域の主要な道路は、計画地西側約 800m に東名高速道路、南側約 400m

に国道 246 号（厚木街道）、北東側約 800m に市道尻手黒川線が通っている。また、計

画地付近には、東急田園都市線を横断する形で市道久末鷺沼線が、並行する形で市道鷺

沼線、市道鷺沼 36 号線が通っている。 

道路交通センサス交通量調査地点における平日、休日の昼間 12 時間交通量及び同大

型車混入率は、表 3－3 に示すとおりである。 

平日昼間 12時間交通量は、計画地南西側の国道 246号の調査地点（地点番号：Q21030）

では 32,139 台（平成 27 年度）、計画地北側の市道尻手黒川線（主要地方道野川菅生線）

の調査地点（地点番号：Q40530）では 25,179 台（平成 27 年度）となっている。 

表 3－3 道路交通センサス交通量調査結果 

年

度 
地点 
番号 

路線名 観測地点名 
昼 12 時間交通量 

（台/12h） 
昼 12 時間大型車混入率

（％） 
平 日 休 日 平 日 休 日 

11 0002 

東名高速道路 
東名川崎～ 
横浜青葉 

69,583 65,998 28.0 10.2 
17 0002 63,995 63,030 27.9 11.9 
22 Q00020 68,823 73,868 25.9 11.6 
27 Q00020 64,464 － 23.4 － 
22 Q10080 

一般国道 246 号 
宮前区有馬 9-19 29,839 － 20.1 － 

27 Q21030 青葉区荏田町 420-5 32,139 － 19.0 － 

27 Q40250 
主要地方道 
横浜生田線 

宮前区菅生 5-18 15,964 － 11.2 － 

11 4015 
主要地方道 
横浜生田線 

宮前区菅生 2 丁目 9 
15,997 16,042 13.3 4.7 

17 4015 16,567 15,679 12.9 4.0 
22 Q40190 

宮前区菅生 2 丁目 11 
15,770 17,088 11.9 3.5 

27 Q40260 16,967 － 10.7 － 
11 4030 

市道尻手黒川線 
（主要地方道 

野川菅生線） 
宮前区土橋 6 丁目 1 

27,599 26,935 17.1 5.4 
17 4030 28,508 24,459 16.2 5.0 
22 Q40400 25,562 24,509 13.9 4.4 
27 Q40530 25,179 － 11.7 － 
11 4031 

市道尻手黒川線 
（主要地方道 

野川菅生線） 

宮前区犬蔵 1 丁目 1 
29,488 29,790 14.2 4.9 

17 4031 28,860 28,167 14.2 4.9 
22 Q40410 

宮前区犬蔵 1 丁目 8 
27,569 29,548 11.0 4.0 

27 Q40540 27,284 － 11.1 － 
22 Q08220 

市道野川柿生線 高津区上作延 179 
9,100 10,049 11.7 6.7 

27 Q80350 12,544 － 14.7 － 
27 Q80360 市道野川柿生線 宮前区平 1-1 11,010 － 15.2 － 
27 Q80370 市道野川柿生線 宮前区初山 1-22 12,051 － 10.8 － 
22 Q80230 

市道子母口宿河原線 宮前区宮崎 3 丁目 5 
10,772 10,425 9.0 1.8 

27 Q80400 11,254 － 10.3 － 
22 Q80240 市道向ヶ丘遊園駅

菅生線 
宮前区南平台 18 

10,727 11,400 8.8 3.5 
27 Q80440 10,535 － 10.3 － 

注 1：表中の「地点番号」は、図 3－13 の番号に対応する。 
注 2：「－」は未調査を示す。 
出典：「平成 11 年度 全国道路交通情勢調査（道路交通センサス）一般交通量調査報告書」川崎市建設局 
   「平成 17 年度 全国道路交通情勢調査（道路交通センサス）一般交通量調査報告書」川崎市建設局 

「平成 22 年度一般交通量調査 調査結果」川崎市ホームページ 
     「平成 27 年度一般交通量調査 調査結果」川崎市ホームページ  
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図 2.1－11 主要な道路及び鉄道図 

  

図 3－8 
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イ 鉄 道  

計画地周辺地域の鉄道の状況は、計画地北西側に東急田園都市線が通っており、鷺沼

駅が計画地に接している。その他、計画地南西側約 1.7 ㎞にあざみ野駅を発着点とする

横浜市営地下鉄ブルーラインが通っている。 

鷺沼駅における過去 5 年間の 1 日平均乗車人員の推移は、表 3－4 に示すとおりであ

る。 

 

表 3－4 鷺沼駅の 1 日平均乗車人員の推移 
  単位：人/日 

駅名 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2 年 

鷺沼駅 30,898 31,092 31,242 31,707 24,130 

出典：「川崎市統計書 令和 3 年（2021 年）版 交通・運輸及び通信」川崎市ホームページ 

 

ウ バ ス 

鷺沼駅を発着する計画地周辺地域のバス路線の起終点等は表 3－5 に示すとおりであ

る。 

計画地は鷺沼駅に接しており、計画地内に交通広場（バスターミナル等）がある。鷺

沼駅を発着するバス事業者は、川崎市交通局（市営バス）、小田急バス及び東急バスがあ

り、バス路線は川崎市交通局（市営バス）が 2 系統、小田急バスが 1 系統、東急バスが

8 系統の路線を運行している。 

 

表 3－5 計画地周辺地域のバス路線 

区 分 系統番号 起 点 経由地 終 点 

川崎市

交通局

（市営

バス） 

鷺 02 
鷺沼駅 

久末・千年 小杉駅前 

久末・千年 新城駅前 

久末・野川 井田営業所前 

鷺 31 犬蔵・清水台・長沢 聖マリアンナ医科大学 

小田急

バス 
鷺 31 鷺沼駅 犬蔵・清水台・長沢 聖マリアンナ医科大学 

東急 

バス 

梶 01 

鷺沼駅 

野川台・上野川 梶が谷駅 

鷺 01 中有馬・すみれが丘 東山田営業所 

鷺 02 

久末・野川 小杉駅前 

久末・野川 新城駅前 

久末・野川 中原駅前 

久末 野川 

南野川 久末 

鷺 03 中有馬・すみれが丘 センター北駅 

鷺 04 中有馬・すみれが丘・センター北駅 センター南駅 

鷺 11 グリーンハイツ中央・神木 宮崎台駅 

鷺 12 － グリーンハイツ中央 

鷺 31 犬蔵・清水台・長沢 聖マリアンナ医科大学 

注：直行バス・深夜バスは除く。 
出典：「みやまえガイドマップ」令和 4 年 2 月現在、宮前区役所 

「市バス 路線図」川崎市交通局ホームページ 
「バス路線図」東急バスホームページ 
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（８）公共施設等の状況 

ア 公共施設等 

計画地周辺地域の公共施設等の分布状況は、表 3－6 及び図 3－9 に示すとおりであ

る。 

計画地近隣の公共施設としては、行政施設は計画地北西側約 60m に鷺沼行政サービ

スコーナー（No.1）が、認可保育園は計画地北側約 120m にさぎ沼なごみ保育園（No 3）、

計画地北西側約 100m にピュアリー鷺沼（No.19）、計画地西側約 100m にナーサリール

ームベリーベアー鷺沼（No.14）及びハッピーキッズ・プチ園（No.23）が、計画地南西

約 170m にハッピーキッズ・ちびっこ園（No.24）が、計画地南側約 100m にドリーム

キッズさぎぬまナーサリー（No.25）が、教育施設は計画地北東側約 300m にさぎぬま

幼稚園（No.27）が、計画地西側約 400m に鷺沼小学校（No.29）が、医療機関は計画地

西側約 160m に鷺沼産婦人科医院（No.34）が、福祉施設等は計画地東側約 30m に地域

相談支援センターシリウス（No.40）が、計画地北側約 100m に地域子育て支援センタ

ーペジーブル（No.36）が、スポーツ施設等は計画地北側約 120m にフロンタウンさぎ

ぬま（No.42）が分布している。 

計画地及びその周辺地域の学校区については、「ガイドマップかわさき 市立小中学校

通学区域図」（川崎市ホームページ）によれば、計画地の駅前街区は鷺沼小学校（No.29）、

有馬中学校（No.32）、北街区については土橋小学校（No.30）、宮前平中学校（富士見台

小学校（No.31）の北北東約 400m）に属している。また、町内会については、「宮前区 

町内会・自治会エリアマップ」（宮前区ホームページ）によれば、計画地の駅前街区は鷺

沼町会（鷺沼一丁目～四丁目）に、北街区は小台町内会（小台一丁目、二丁目）に属し

ている。 
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表 3－6 計画地周辺地域の公共施設等 

種 別 № 施設名称 

行政施設 1 鷺沼行政サービスコーナー 

認可保育園 

2 土橋保育園 

3 さぎ沼なごみ保育園 

4 アスクさぎぬま保育園 

5 アスク宮前平えきまえ保育園 

6 小学館アカデミーさぎぬま保育園 

7 ぶどうの実鷺沼園 

8 たつのこのはら保育園 

9 明日葉保育園鷺沼園 

10 西有馬おひさま保育園 

11 まなびの森保育園宮前平 

12 かわさき犬蔵保育園 

13 有馬の杜コスモス保育園 

14 ナーサリールームベリーベアー鷺沼 

15 宮前空翠保育園 

16 わらべうた鷺沼保育園 

17 あおぞら保育園 

18 ぶどうの実第 2 さぎぬま園 

19 ピュアリー鷺沼 

20 くぬぎ保育園 

21 あい・あい保育園 宮前平園 

22 まなびの森保育園鷺沼 

23 ハッピーキッズ・プチ園 

24 ハッピーキッズ・ちびっこ園 

25 ドリームキッズさぎぬまナーサリー 

26 にじいろ保育園有馬 

教育施設 

幼稚園 27 さぎぬま幼稚園 

小学校 

28 西有馬小学校 

29 鷺沼小学校 

30 土橋小学校 

31 富士見台小学校 

中学校 32 有馬中学校 

医療機関 
33 東横惠愛病院 

34 鷺沼産婦人科医院 

福祉施設等 

子育て施設 

35 地域子育て支援センターさぎぬま 

36 地域子育て支援センターペジーブル 

37 地域子育て支援センターたつのこのこ 

こども・青少年 38 有馬こども文化センター 

高齢者 39 有馬老人いこいの家 

障害者 40 地域相談支援センターシリウス 

スポーツ施設等 
41 鷺沼ふれあい広場 

42 フロンタウンさぎぬま 
注１：表中の「№」は、図 3－15 の番号と対応する。 
注２：医療機関は病床を備えている施設を対象とした。 
出典：「みやまえガイドマップ」令和 4 年 2 月現在、宮前区役所 
   「病院・診療所名簿」令和 4 年 6 月 1 日現在、川崎市 
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図 2.1－13 公共施設等位置図  

図 3－9 
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イ 公 園   

計画地周辺地域における公園の状況は、表 3－7 及び図 3－10 に示すとおりである。 

近隣公園は計画地南側約 600m に有馬ふるさと公園（No.1）が、計画地西側約 450m

に鷺沼公園（No.2）が、街区公園は計画地北東側約 160mに小台 1丁目こども公園（No.16）

が、計画地東側約 160m に有馬 1 丁目公園（№3）が、計画地南西側約 180m に鷺沼第

1 公園（No.21）が、計画地北側約 300m に土橋南公園（No.35）が分布している。 

 

表 3－7 計画地周辺地域の公園一覧 

公園種別 № 公園名 面積（m２） 

都市公園 

近隣公園 
1 有馬ふるさと公園 11,853 
2 鷺沼公園 15,337 

街区公園 

3 有馬 1 丁目公園 450 
4 有馬 1 丁目こども公園 269 
5 有馬 6 丁目公園 346 
6 有馬かえで公園 1,000 
7 有馬北公園 276 
8 有馬北耕地公園 257 
9 有馬けやき公園 480 

10 有馬さくら公園 6,008 
11 有馬しいの木公園 439 
12 有馬中央公園 8,375 
13 有馬やまぼうし公園 411 
14 有馬らいらっく公園 700 
15 犬蔵 2 丁目丘の上公園 277 
16 小台 1 丁目こども公園 418 
17 小台北公園 278 
18 小台公園 6,562 
19 小台西公園 2,968 
20 鷺沼北公園（旧土橋第 4 公園） 4,797 
21 鷺沼第 1 公園 2.900 
22 鷺沼第 2 公園 567 
23 鷺沼第 3 公園 1,404 
24 鷺沼くすのき公園 1,602 
25 鷺沼つつじ公園 259 
26 鷺沼ときわ木公園 200 
27 土橋 1 丁目こども公園 234 
28 土橋 2 丁目公園（旧土橋第 2 公園） 4,345 
29 土橋 3 丁目公園 201 
30 土橋 4 丁目公園（旧土橋第 5 公園） 1,964 
31 土橋太田公園 693 
32 土橋こども公園 649 
33 土橋原台公園（旧土橋第 3 公園） 3,049 
34 原台まちかど公園 273 
35 土橋南公園（旧鷺沼第 2 公園） 2,641 
36 宮前平公園 4,523 
37 鷺沼 4 丁目はな公園 339 
38 有馬 8 丁目ポケットパーク 133 

市営公園 街区公園 39 東名犬蔵公園 1,598 
注：表中の「№」は、図 3－16 の番号と対応する。 
出典：「川崎の公園 令和 3 年 3 月 31 日」川崎市 

「川崎市公園・緑地等位置図 令和 3 年度版」、令和 4 年 3 月現在、川崎市 
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図 2.1－14 公園位置図 

  

図 3－10 
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（９）史跡・文化財の状況   

計画地及びその周辺地域の史跡・文化財の分布状況は、「かわさきの文化財 市内文化財

案内（指定文化財紹介）」（川崎市教育委員会ホームページ）によれば図 3－11 に示す範囲

には文化財保護法、神奈川県文化財保護条例及び川崎市文化財保護条例により指定された

建造物、史跡及び天然記念物の文化財は存在しない。 

また、「ガイドマップかわさき その他の土地規制（埋蔵文化財）」（川崎市ホームページ）

によれば、計画地周辺地域には表 3－8 に示す埋蔵文化財包蔵地が確認されており、その

分布状況は図 3－11 に示すとおりである。なお、計画地内には埋蔵文化財包蔵地は存在し

ない。計画地に最も近い埋蔵文化財包蔵地は、計画地東側約 100m に宮前 No.66（散布地・

火葬骨蔵器）が分布している。 

 

表 3－8 埋蔵文化財包蔵地の状況 

遺跡番号 種別 

宮前 No.3 散布地 

宮前 No.52 集落跡 

宮前 No.53 散布地 

宮前 No.54 散布地 

宮前 No.55 散布地・火葬骨蔵器 

宮前 No.56 散布地 

宮前 No.57 散布地 

宮前 No.58 散布地 

宮前 No.59 その他の墓 

宮前 No.60 散布地 

宮前 No.61 散布地 

宮前 No.62 散布地 

宮前 No.63 散布地 

宮前 No.64 散布地 

宮前 No.65 その他の墓 

宮前 No.66 散布地・火葬骨蔵器 

宮前 No.67 その他の墓 

宮前 No.68 散布地 

宮前 No.69 集落跡 

宮前 No.70 散布地 

宮前 No.71 散布地 

宮前 No.72 その他の墓 

宮前 No.73 散布地 

宮前 No.74 集落跡 

宮前 No.127 散布地 

宮前 No.177 散布地 

宮前 No.192 その他の墓 

宮前 No.196 散布地 
注：表中の「№」は、図 3－17 の番号と対応する。 
出典：「ガイドマップかわさき その他の土地規制（埋蔵文

化財）」川崎市ホームページ 

  



 201

図 2.1－15 埋蔵文化財包蔵地分布図 

  

 図 3－11 
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（１０）公害等の状況  

ア 公害苦情の発生状況 

令和 2 年度における宮前区及び川崎市の苦情発生件数は、表 3－9 に示すとおりであ

る。 

宮前区の苦情発生件数は 100 件で、種類別には騒音が最も多く、次いで、振動、大気

汚染、悪臭、水質汚濁の順となっている。 

 

表 3－9 宮前区及び川崎市の苦情発生件数（令和 2 年度） 
 種類 
区名 大気汚染 水質汚濁 土壌汚染 騒 音 振 動 地盤沈下 悪 臭 その他 合 計 

宮前区 12 6 0 52 19 0 9 2 100 

川崎市 97 22 0 564 109 0 109 6 907 

出典：「令和 3 年度 環境局事業概要－公害編－令和 2 年度の取組 よりよい環境をめざして」令和 4 年 2 月、川崎市 

 

イ 大気汚染     

計画地周辺地域の大気測定局は、一般環境大気測定局である宮前測定局及び自動車排

出ガス測定局である宮前平駅前測定局が設置されている。 

当該測定局の令和 3 年度における二酸化窒素（NO2）濃度及び浮遊粒子状物質（SPM）

濃度の測定結果は、両測定局とも環境基準を達成している。 

また、平成 29～令和 3 年度における濃度の推移は図 3－12 に示すとおりである。 

なお、計画地は商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等となっており、著

しい大気汚染物質を発生させる施設等はない。 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「令和 3 年度 大気環境及び水環境の状況等について」令和 4 年 7 月、川崎市 

図 3－12 宮前測定局及び宮前平駅前測定局における二酸化窒素（NO２）濃度及び浮遊粒子状

物質（SPM）濃度の推移 

浮遊粒子状物質（SPM）測定値(mg/m3) 

宮前平駅前測定局 

宮前測定局 

環境基準 

二酸化窒素(NO2)測定値(ppm) 

宮前測定局 

宮前平駅前測定局 

環境基準 
ゾーン内 
 
 
または 
それ以下 
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ウ 水質汚濁  

計画地は鶴見川水系に含まれており、計画地周辺地域の公共用水域水質測定地点の位

置は図 3－13 に示すとおりである。また、計画地周辺地域の公共用水域水質測定地点に

おける生物化学的酸素要求量（BOD）の測定結果は表 3－10 に、年間平均値の経年変化

は表 3－11 に示すとおりである。 

令和 2 年度の公共用水域水質調査結果をみると、代表的な水質汚濁指標である生物化

学的酸素要求量（BOD）については、両地点とも環境基準を達成している。 

また、計画地は商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等となっており、大

規模な水質汚濁物質の発生源はなく、計画地からの汚水及び雨水は、公共下水道に排水

されている。 

 

表 3－10 公共用水域水質測定結果（令和 2 年度） 

水系 対象河川 測定地点 
年間 BOD 

（75％値） 

環境基準 

（BOD75％値） 

鶴見川 
矢上川 矢上川橋 1.7mg/L 

C 類型：5mg/L 以下 
有馬川 五月橋 1.6 mg/L 

出典：「令和 3 年度 環境局事業概要－公害編－令和 2 年度の取組 よりよい環境をめざして」令和 4 年 2 月、 
川崎市 

 
表 3－11 生物化学的酸素要求量（BOD）の経年変化（年間平均値） 

単位：mg/L 

測定地点 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

大日橋 1.0 1.8 1.2 1.8 1.1 

矢上川橋 3.1 1.5 1.6 1.6 2.2 

五月橋 1.2 1.6 1.2 1.5 1.4 

出典：「令和 3 年度 環境局事業概要－公害編－令和 2 年度の取組 よりよい環境をめざして」令和 4 年 2 月、 
川崎市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注：位置図は「水質年報」（川崎市ホームページ）を参考に作成 

図 3－13 水質測定地点位置図 
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エ 騒音及び振動     

宮前区及び川崎市における「騒音規制法」及び「振動規制法」に基づく令和 3 年 3 月

31 日現在の特定施設設置届出工場・事業場数、特定施設設置届出施設数は、宮前区にお

ける騒音規制法及び振動規制法の対象となる特定施設を設置している工場・事業場数は

88 施設及び 25 施設であり、川崎市全域のそれぞれ 7.2％、4.0％を占めている。 

また、計画地北東側約 800m に位置する市道尻手黒川線の宮前平駅前測定所での自動

車騒音に係る要請限度（市長が自動車騒音を低減するために、測定に基づき、道路管理

者などに意見を述べ、県公安委員会に対して対策を講じるよう要請することができると

している判断基準の値）は昼間、夜間とも限度内である。また、同測定所における道路

交通振動の測定結果は、昼間、夜間とも限度内である。 

騒音・振動の発生源としては、計画地周辺地域では、東名高速道路、一般国道 246 号

（厚木街道）、市道尻手黒川線等の主な幹線道路における自動車の走行に伴う道路交通

騒音・振動、計画地北西側の東急田園都市線の鉄道交通騒音及び振動が、計画地では商

業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等を利用する自動車の走行に伴う道路交

通騒音・振動が考えられる。 

なお、計画地周辺地域に著しい低周波音の発生源となる施設はない。 

 

オ 悪 臭    

計画地周辺地域は、計画地北東側は鉄道用地、集合住宅が分布しており、計画地南側

から西側の道路（市道鷺沼 36 号線、市道鷺沼線）沿道は集合住宅、商業施設が分布し、

その背後には集合住宅が分布している。また、計画地北西側は、鉄道用地を挟んで商業

施設、集合住宅が集中し、その周囲に集合住宅が分布しており、特に悪臭の発生源とな

る施設はみられない。 

また、計画地は鷺沼駅に接し、商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等と

して利用されており、特に著しい悪臭の発生源となる施設はみられない。 

 

カ 土壌汚染   

計画地の土地利用は、駅前街区は、昭和 7 年(1932 年)は樹林であり、昭和 41 年(1966

年)に建物や造成地、道路、駅舎の一部が、昭和 45 年(1970 年)に造園展示場、店舗や事

務所、駐車場などが確認できる。昭和 53 年(1978 年)に計画地駅前街区内の南側にショ

ッピングセンターが新築され、西側には店舗や事務所、北側には鷺沼駅ビル、交通広場

及び駐車場などが確認でき、現在に至る。 

北街区は、昭和 7 年(1932 年)は樹林であり、昭和 41 年(1966 年)に樹林や造成地が、

昭和 45 年(1970 年)に郵便局、農協支店が確認できる。昭和 58 年(1983 年)以降、三和銀

行支店、JA 支店、横浜銀行支店及び駐車場が確認され、現在に至る。 

以上のこと及び計画地の土地利用状況により、駅前街区及び北街区の土壌環境に影響

を及ぼすおそれのある施設や事項は確認されていない。 
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キ 地盤沈下   

計画地周辺地域の水準点における平成 29 年度～令和 3 年度の 5 年間の地盤変動量の

推移は表 3－12 に示すとおりである。 

計画地周辺地域の地盤変動測定地点における年間変動量は、－3.2mm～＋6.4mm の

範囲にあり、川崎市における地盤沈下の監視目安（年間 20mm 以下の沈下）を下回って

いる。また、5 年間の変動量は＋0.9mm～＋2.3mm である。  

 

表 3－12 地盤変動量の推移 
水準点 
番号 

所在地 項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 
5 年間の 
変動量 

157 
宮前区土橋 

6-11-1 

標高 
（m） 

43.5602 43.5588 43.5652 43.5626 43.5625 － 

変動量 
（mm） 

−0.6 −1.4 6.4 −2.6 −0.1 2.3 

280 
宮前区土橋 

1-10-2 

標高 
（m） 

39.7188 39.7183 39.7218 39.7193 39.7197 − 

変動量 
（mm） 

−0.8 −0.5 3.5 −2.5 0.4 0.9 

348 
宮前区有馬 

5-13-24 

標高 
（m） 

38.8803 38.8799 38.8837 38.8805 38.8818 − 

変動量 
（mm） 

−1.7 −0.4 3.8 −3.2 1.3 1.5 

注 1：変動量は、当該年の水準点の標高から前年の値を差し引いた量を、また、5 年間の変動量は令和 3 年度の標高から平

成 29 年度の標高を差し引いた量を示す。 
注 2：表中の「水準点番号」は、下記出典の番号と対応する。 
注 3：水準点の位置は図 3－18（209 ページ）に示す。 
出典：「ガイドマップかわさき 公共水準点情報」川崎市ホームページ 
   「地盤情報 市内の標高 宮前区経年成果（平成 23 年度以降）」川崎市ホームページ 
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（１１）法令等の状況 

ア 関連する法令等 

環境関連及び対象事業関連の法令、条例、要綱及び計画等は、表 3－13 (1)・(2)に示す

とおりである。 
 

表 3－13 (1) 関連する法令等 
区 分 名 称 備 考 

環

境

関

連 

環境全般 

環境基本法 平成 5 年 11 月 19 日、法律第 91 号 
第五次環境基本計画 平成 30 年 4 月 17 日、閣議決定 
川崎市環境基本条例 平成 3 年 12 月 25 日、条例第 28 号 
川崎市環境基本計画 令和 2 年 2 月全面改定、川崎市 

環境影響評価 
川崎市環境影響評価に関する条例 平成 11 年 12 月 24 日、条例第 48 号 
地域環境管理計画 令和 3 年 3 月改定、川崎市 
川崎市環境影響評価等技術指針 令和 3 年 3 月第 7 次改訂、川崎市 

温室効果ガス 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律 昭和 54 年 6 月 9 日、法律第 49 号 
地球温暖化対策の推進に関する法律 平成 10 年 10 月 9 日、法律第 117 号 
地球温暖化対策計画 令和 3 年 10 月 22 日、閣議決定 
パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略 令和 3 年 10 月 22 日、閣議決定 
建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律 平成 27 年 7 月 8 日、法律第 53 号 
川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例 平成 21 年 12 月 24 日、条例第 52 号 
川崎市地球温暖化対策推進基本計画 令和 4 年 3 月改定、川崎市 

公
害
防
止
等
生
活
環
境
の
保
全 

全 般 
川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例 平成 11 年 12 月 24 日、条例第 50 号 
環境への負荷の低減に関する指針 平成 22 年 4 月 30 日、川崎市 
川崎市大気・水環境計画 令和 4 年 3 月、川崎市 

大気汚染 
大気汚染防止法 昭和 43 年 6 月 10 日、法律第 97 号 
中央公害対策審議会答申における指針 昭和 53 年 3 月 22 日、中公審第 163 号 

悪 臭 悪臭防止法 昭和 46 年 6 月 1 日、法律第 91 号 

水質汚濁 
下水道法 昭和 33 年 4 月 24 日、法律第 79 号 
水質汚濁防止法 昭和 45 年 12 月 25 日、法律第 138 号 

地盤沈下 工業用水法 昭和 31 年 6 月 11 日、法律第 146 号 
土壌汚染 土壌汚染対策法 平成 14 年 5 月 29 日、法律第 53 号 
騒 音 騒音規制法 昭和 43 年 6 月 10 日、法律第 98 号 
振 動 振動規制法 昭和 51 年 6 月 10 日、法律第 64 号 

廃棄物等 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 昭和 45 年 12 月 25 日、法律第 137 号 
資源の有効な利用の促進に関する法律 平成 3 年 4 月 26 日、法律第 48 号 
建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 平成 12 年 5 月 31 日、法律第 104 号 
循環型社会形成推進基本法 平成 12 年 6 月 2 日、法律第 110 号 
建設廃棄物処理指針（平成 22 年度版） 平成 23 年 3 月 30 日、環境省 

建設副産物適正処理推進要綱 
平成 14 年 5 月 30 日改正、国官総第 122 号、

国総事第 21 号、国総建第 137 号 
神奈川県土砂の適正処理に関する条例 平成 11 年 3 月 16 日、神奈川県条例第 3 号 
川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例 平成 4 年 12 月 24 日、条例第 51 条 
廃棄物保管施設設置基準要綱 平成 29 年 6 月 1 日改正、川崎市 
建設廃棄物の適正管理の手引き（事業者用） 令和 4 年 4 月、川崎市 

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関

する法律 
平成 7 年 6 月 16 日、法律第 112 号 

特定家庭用機器再商品化法 平成 17 年 6 月 5 日、法律第 97 号 
川崎市一般廃棄物処理基本計画 平成 28 年 3 月、川崎市 
プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律 令和 3 年 3 月 11 日、法律第 60 号 

緑の回復 
・育成 

川崎市緑の保全及び緑化の推進に関する条例 平成 11 年 12 月 24 日、条例第 49 号 
川崎市緑の基本計画 平成 30 年 3 月改定、川崎市 
第 2 期 川崎市緑の実施計画 令和 4 年 3 月、川崎市 
川崎市緑化指針 令和 4 年 2 月 28 日一部改正、川崎市 

生物多様性かわさき戦略 令和 4 年 3 月改定、川崎市 
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表 3－13 (2) 関連する法令等 

区 分 名 称 備 考 

環

境

関

連 

景 観 

景観法 平成 16 年 6 月 18 日、法律第 110 号 
川崎市都市景観条例 平成 6 年 12 月 26 日、条例第 38 号 
川崎市景観計画 平成 30 年 12 月改定、川崎市 
景観計画届出マニュアル 令和元年 7 月改定、川崎市 

対象事業関連 

建築基準法 昭和 25 年 5 月 24 日、法律第 201 号 
都市計画法  昭和 43 年 6 月 15 日、法律第 100 号 
都市再開発法 昭和 44 年 6 月 3 日、法律第 38 号 
大規模小売店舗立地法 平成 10 年 6 月 3 日、法律第 91 号 
川崎市建築基準条例 昭和 35 年 9 月 9 日、条例第 20 号 
川崎市福祉のまちづくり条例 平成 9 年 7 月 1 日、条例第 36 号 
川崎市中高層建築物等の建築及び開発行為に係る紛

争の調整等に関する条例 
平成 7 年 12 月 26 日、条例第 48 号 

川崎市建築物環境配慮制度 平成 24 年 10 月改定、川崎市 
川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例 平成 15 年 7 月 4 日、条例第 29 号 
川崎市総合計画 平成 28 年 3 月、川崎市 
川崎市都市計画マスタープラン「全体構想」 平成 29 年 3 月、川崎市 
川崎市都市計画マスタープラン「宮前区構想」 令和 2 年 12 月、川崎市 
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イ 「川崎市総合計画」（平成 28 年 3 月、川崎市）   

「川崎市総合計画」では、「都市構造と交通体系の考え方」において、「生活行動圏の

各エリアの特徴とまちづくりの方向性」として、図 3－14 に示すとおり、拠点整備の波

及効果を効率的かつ効果的に活用し、地域生活拠点を中心に、4 つの生活行動圏の各エ

リアのそれぞれの特性を活かした身近なまちづくりを推進することを位置付けている。 

地域生活拠点である「鷺沼・宮前平駅周辺地区」を含む「中部エリア」では、鉄道整

備と同時期に区画整理などの計画的な市街地整備が進められ、同年代の居住者が一定期

間に増加した。今後、高齢化や建物の高経年化が同時期、かつ、急激に発生することが

懸念されるとともに、地形的に山坂が多く、駅勢圏に比べエリアの奥行きが広く、路線

バスでの駅前でのアクセスが多いエリアとなっている。 

これらを踏まえ、「鷺沼・宮前平駅周辺地区」では、民間活力を活かした駅前広場の再

整備等により、鷺沼駅周辺を中心に商業、都市型住宅、文化・交流など多様な都市機能

の集積及び交通結節機能の強化に向けた取組を推進する地区として位置づけられており、

計画地である鷺沼駅前地区は、上記方針を実現するための土地利用計画を検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「川崎市総合計画」平成 28 年 3 月、川崎市 

図 3－14 生活行動圏の地域特性 

 

ウ 「川崎市都市計画マスタープラン全体構想」（平成 29 年 3 月、川崎市） 

「川崎市都市計画マスタープラン全体構想」は、平成 29 年 3 月に改定され、改定の

主なポイントとして、拠点整備の波及効果を効率的かつ効果的に活用し、より身近なま

ちづくりを推進するため、市民の生活行動圏に着目した鉄道沿線のまちづくりをめざす

ことを掲げている。 

計画地 
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計画地を含む鷺沼駅前地区は、「中部エリア」に含まれ、まちづくりの考え方として、図

3－15 に示すとおり、「鷺沼・宮前平駅周辺地区」は、市内における主要な駅としての特性

を活かすとともに、隣接都市（たまプラーザ等）との連携・調和のもと、商業・業務、文

化、良質な都市型住宅等の諸機能の集積及び交通結節機能の強化を図り、概ね行政区の単

位である地域生活ゾーンの核となる拠点の形成をめざすこととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「川崎市都市計画マスタープラン全体構想」平成 29 年 3 月、川崎市 

図 3－15 中部エリアのまちづくり概念イメージ図 

計画地 
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２ 計画地及びその周辺地域の環境の特性 

（１）立地特性 

計画地は川崎市宮前区の中央南部に位置し、東急田園都市線鷺沼駅の正面口に接してい

る。計画地内は、商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等が存在している。 

計画地周辺地域には、計画地北東側は鉄道用地、集合住宅が分布しており、計画地南側

から西側の道路（市道鷺沼 36 号線、市道鷺沼線）沿道は集合住宅、商業施設が分布し、そ

の背後には集合住宅が分布している。計画地北西側は、鉄道用地を挟んで商業施設、併用

集合住宅が集中し、その周囲には集合住宅が分布している。計画地の用途地域は商業地域

に指定されており、計画地周辺には、商業地域、近隣商業地域、準工業地域、第二種住居

地域、第一種・第二種中高層住居専用地域、第一種低層住居専用地域に指定されている。

なお、鷺沼駅周辺には「鷺沼地区地区計画」が指定されており、変更が予定されている。 

計画地周辺地域の主な幹線道路は、計画地西側約 800m に東名高速道路、南側約 400m

に国道 246 号（厚木街道）、北東側約 800m に市道尻手黒川線が通っている。また、計画

地付近の主な道路は、東急田園都市線を横断する形で市道久末鷺沼線が、並行する形で市

道鷺沼線、市道鷺沼 36 号線が通っている。また、計画地周辺地域の主要な鉄道は、計画地

北西側に東急田園都市線が通っている。 

 

（２）環境の特性 

計画地及びその周辺地域の概況を踏まえ、「地域環境管理計画」の大項目に沿って環境の

特性を整理すると以下のとおりである。 

 

ア 地球環境 

計画地周辺地域は、商業施設、業務施設、鉄道用地及び集合住宅・戸建住宅等からな

る市街地であり、温室効果ガスの発生要因として電気・都市ガスの使用が挙げられる。

また、駐車場利用及び周辺道路を利用する自動車の走行やアイドリングが挙げられる。 

計画地は商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等となっており、温室効果

ガスの主な発生要因として、商業施設、業務施設に設置された冷暖房施設等、駐車場利

用及び走行中の自動車が挙げられる。また、商業施設、業務施設において、電気、都市

ガスの使用がある。 

 

イ 大 気  

計画地周辺地域には、一般環境大気測定局である宮前測定局及び自動車排出ガス測定

局である宮前平駅前測定局が設置されている。令和 3 年度の二酸化窒素濃度（NO２）及

び浮遊粒子状物質濃度（SPM）は、両測定局とも環境基準を達成している。 

計画地は商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等となっており、著しい大

気汚染物質及び悪臭等を発生させる施設等はない。 
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ウ 水  

計画地周辺地域の水質調査地点である大日橋・五月橋における令和 2 年度の生物化学的

酸素要求量（BOD75％水質値）の測定結果は、大日橋 1.7mg/L、五月橋 1.6mg/L であり、

環境基準（C 類型 5mg/L 以下）を達成している。また、計画地内に井戸、河川、水路等は

ない。 

なお、計画地の舗装面などに降った雨水の一部は、雨水管を通じて、公共用水域（河川）

へ流入している。 

計画地は現在、商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等であり、地下水の水

質及び水温、底質に影響を及ぼす要因はない。 

 

エ 地 盤 

計画地周辺地域の水準点における平成 29 年度～令和 3 年度の年間地盤変動量は、－

3.2mm～＋6.4mm 範囲にあり、川崎市における地盤沈下の監視目安（年間 20 mm 以

下の沈下）を下回っている。また、5 年間の変動量は＋0.9mm～＋2.3mm である。 

計画地は現在、商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等であり、ほぼ平坦

な地形で（標高（T.P.）約 67m）である。 

なお、計画地に井戸等の地下水を汲み上げる施設はない。 

 

オ 土壌汚染  

計画地駅前街区は、昭和 7 年(1932 年)は樹林であり、昭和 41 年(1966 年)に建物や造成

地、道路、駅舎の一部が、昭和 45 年(1970 年)に造園展示場、店舗や事務所、駐車場など

が確認できる。昭和 53 年(1978 年)に計画地駅前街区内の南側にショッピングセンターが

新築され、西側には店舗や事務所、北側には鷺沼駅ビル、交通広場、駐車場などが確認で

き、現在に至る。 

北街区は、昭和 7 年(1932 年)は樹林であり、昭和 41 年(1966 年)に樹林や造成地が、昭

和 45 年(1970 年)に郵便局、農協支店が確認できる。昭和 58 年(1983 年)以降、三和銀行支

店、JA 支店、横浜銀行支店、駐車場が確認され、現在に至る。 

以上のこと及び計画地の土地利用状況により、駅前街区及び北街区の土壌環境に影響を

及ぼすおそれのある施設や事項は確認されていない。 

 

カ 騒音・振動・低周波音 

計画地周辺地域の騒音・振動の発生源としては、東名高速道路、一般国道 246 号

（厚木街道）、市道尻手黒川線等の主な幹線道路や、計画地南側の市道鷺沼 36 号線及

び計画地の間を通る市道久末鷺沼線等の主な道路における交通騒音及び振動、計画地北

西側の東急田園都市線の鉄道交通騒音及び振動等が挙げられる。 

計画地北東側約 800m に位置する宮前平駅前測定所での自動車騒音の騒音レベル測定

結果は昼間、夜間とも環境基準を上回っているが、自動車騒音に係る要請限度について

は昼間、夜間とも限度内である。また、道路交通振動に係る要請限度は、昼間、夜間と

も限度内である。 
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計画地は現在、商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等であり、騒音及び

振動の主な発生要因として、商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等を利用

する自動車の走行に伴う道路交通・振動が考えられる。 

計画地及びその周辺地域に著しい低周波音の発生源は存在しない。 

 

キ 廃棄物等 

計画地は現在、商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等が存在し、計画地

周辺地域には商業施設、業務施設、鉄道用地及び集合住宅・戸建住宅等が分布しており、

それらの施設の活動等により一般廃棄物及び産業廃棄物の発生がある。 

 

ク 水象 

計画地周辺地域の河川については、計画地南側約 400m を東側に向かって有馬川（普

通河川・準用河川）が、また、北側約 700m を矢上川（普通河川・準用河川）が東側に

向かって流れている。有馬川は矢上川に合流し、矢上川は最終的に鶴見川に合流してい

る。 

計画地は現在、商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等であり、計画地内

に井戸、河川、水路等はない。 

なお、計画地の舗装面などに降った雨水の一部は、雨水管を通じて、公共用水域（河

川）へ流入している。 

計画地及びその周辺地域に湧水地及び海域は存在しない。また、上記以外の水環境に

影響を及ぼす施設や要因は無い。 

 

ケ 生 物 

計画地周辺地域には、商業施設、業務施設、鉄道用地及び集合住宅・戸建住宅等から

なる市街地であり、公園、商業施設、住宅地等に植栽樹木がみられるが、自然植生や注

目される種、群落、生育地はない。 

計画地は現在、商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等として利用されて

おり、駅前広場及び歩道周辺の一部に緑地帯があり、街路樹等の植栽樹木がみられるが、

自然植生や注目される種、群落及び動物の主要な生育環境は確認されていない。 

 

コ 緑 

計画地周辺地域には、商業施設、業務施設、鉄道用地及び集合住宅・戸建住宅等から

なる市街地であり、公園、商業施設、住宅地等に植栽樹木がみられるが、自然植生等は

存在していない。 

計画地は現在、商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等として利用されて

おり、駅前広場及び歩道周辺の一部に緑地帯があり、街路樹等の植栽樹木がみられるが、

自然植生等は存在していない。 
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サ 人と自然とのふれあい活動の場 

計画地は現在、商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等が存在し、計画地

周辺地域には商業施設、業務施設、鉄道用地及び集合住宅・戸建住宅等が分布してお

り、人と自然とのふれあい活動の場は存在していない。 

 

シ 歴史的文化的遺産 

計画地には文化財保護法等により指定された建造物、史跡及び天然記念物の文化財は

存在しない。また、計画地周辺地域では、計画地の北西側約 400m、西側約 250m、東側

約 100m に埋蔵文化財包蔵地が存在するが、計画地内には存在しない。なお、計画地に

最も近い埋蔵文化財包蔵地は計画地東側約 100m に宮前 No.66（散布地・火葬骨蔵器）

が分布している。 

 

ス 景観 

計画地及び計画地周辺地域の景観特性としては、計画地北西側に鉄道施設、北側に業

務施設、東側に商業施設が存在している。計画地周辺地域は、市道久末鷺沼線に沿って

北側に向って高台となっており、低層、中高層集合住宅や商業施設等が存在し、低層～

高層集合住宅、業務施設、商業施設、運輸施設、鷺沼橋、道路等といった景観構成要素

が一体となった市街地景観が形成されている。また、計画地は下末吉台地に位置し、ほ

ぼ平坦な地形であり、地域景観に大きな影響を及ぼす高層構造物等は存在しない。 

 

セ 構造物の影響 

計画地周辺地域には、商業施設、業務施設及び集合住宅等の中高層の構造物が存在し

ており、日照、テレビ受信及び風環境への影響が考えられる。 

計画地は現在、商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等が存在するが、日

照、テレビ受信及び風環境へ大きな影響を及ぼす高層構造物等は存在しない。 

 

ソ コミュニティ施設 

計画地近隣の公共施設としては、行政施設は計画地北西側約 60m に鷺沼行政サービ

スコーナーが、認可保育園については計画地北側約 120m にさぎ沼なごみ保育園、計

画地北西側約 100m にピュアリー鷺沼、計画地西側約 100m にナーサリールームベリ

ーベアー鷺沼及びハッピーキッズ・プチ園が、計画地南西側約 170m にハッピーキッ

ズ・ちびっこ園が、計画地南側約 100m にドリームキッズさぎぬまナーサリーが、教

育施設については計画地西側約 400m に鷺沼小学校、計画地北側約 400m に土橋小学

校、計画地南側約 900m に有馬中学校がある。計画地は、駅前街区が鷺沼、北街区が

小台の町丁に分かれており、学校区は駅前街区が鷺沼小学校、有馬中学校、北街区は土

橋小学校、宮前平中学校となっている。 

また、計画地周辺地域の町内会は、駅前街区が鷺沼町会、北街区が小台町内会となっ

ている。 

計画地周辺地域の近隣公園としては計画地南側約 600m に有馬ふるさと公園が、計画

地西側約 450m に鷺沼公園が、街区公園としては計画地北東側約 160m に小台 1 丁目こ
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ども公園が、計画地東側約 160m に有馬 1 丁目公園が、計画地南西側約 180m に鷺沼第

1 公園が、計画地北側約 300m に土橋南公園が分布している。 

 

タ 地域交通 

計画地周辺地域の主要な道路は、駅前街区と北街区の間に通る市道久末鷺沼線、駅前

街区南側に面して市道鷺沼 36 号線、北街区南東側に面して市道小台 23 号線があるほ

か、計画地南側約 400m に一般国道 246 号（厚木街道）、北東側約 800m に市道尻手黒

川線、西側約 800m に東名高速道路がある。 

道路交通センサス交通量調査によると、計画地近傍に位置する一般国道 246 号 (地点

番号：Q21030、平成 27 年度)における平日（昼間）12 時間交通量は、32,139 台、計画

地北側に位置する市道尻手黒川線（地点番号：Q40530、平成 27 年度））25,179 台とな

っている。 

計画地の駅前街区内を市道鷺沼線が通り、市道久末鷺沼線と接続しており、各交差点

部等には、信号機付きの横断歩道が設置されている。 

 

チ 地形・地質 

計画地及びその周辺地域は、下末吉台地にあたり、大部分がオシ沼砂礫層（砂・礫）

及び T2（多摩Ⅱ）ローム層となっており、計画地付近は表層から 10m までは有機質土

混じり粘土質ローム、それ以下では有機質土混じり砂となっている。 

計画地は現在、商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等であり、ほぼ平坦

な地形で（標高（T.P.）約 67m）である。 

 

ツ 安 全 

計画地周辺地域には、商業施設、業務施設、鉄道用地及び集合住宅・戸建住宅等が分

布しており、事故等により生活に特に危険を及ぼす可能性のある施設（工場、研究所等）

は分布していない。 

計画地は現在、商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等となっており、計

画地周辺地域の安全確保に影響を及ぼす可能性のある施設はない。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 環境影響評価項目の選定等 





 215

第４章 環境影響評価項目の選定等 

 

１ 環境影響要因の抽出 
環境影響要因の抽出結果は、表 4－1 に示すとおりである。 

対象事業の実施に伴う環境影響の調査、予測及び評価にあたっては、対象事業の計

画内容と、計画地及びその周辺地域の環境特性、地域特性を勘案し、環境影響要因

（環境影響が想定される行為）を抽出した。 

 

表 4－1 環境影響要因の抽出  

対象時期  環境影響要因  

工事中  

建設機械の稼働  

工事用車両の走行  

工事の影響  

供用時  

施設の存在  
緑の回復育成  

高層建築物の存在  

施設の供用  

施設の供用  

冷暖房施設等の設置  

駐車場の利用  

施設関連車両の走行  

人口の増加  

歩行者の往来  

 

 

 
２ 環境影響評価項目の選定 

「地域環境管理計画」に掲げられている環境影響評価項目の中から環境影響の調査、

予測及び評価項目を選定した。 

対象事業に係る環境影響評価項目の選定結果は、表 4－2 に示すとおりである。 

また、選定する理由又は選定しない理由は、表 4－3 (1)～(7)に示すとおりである。 

  なお、環境影響評価項目の分類及び名称等については、「地域環境管理計画」及び「川

崎市環境影響評価等技術指針」（川崎市）の令和 3 年 3 月の改定に伴い変更した。 
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表 4－2 環境影響要因と環境影響評価項目の関連表 

 

 

建
設
機
械
の
稼
働

工
事
用
車
両
の
走
行

工
事
の
影
響

緑
の
回
復
育
成

高
層
建
築
物
の
存
在

施
設
の
供
用

冷
暖
房
施
設
等
の
設
置

駐
車
場
の
利
用

施
設
関
連
車
両
の
走
行

人
口
の
増
加

歩
行
者
の
往
来

地 球 環 境 温 室 効 果 ガ ス 〇

大 気 質 ○ ○ ○ ○ ○
悪 臭

上 記 以 外 の 大 気 環 境 要 素

水 質

水 温

底 質

地 下 水 位

地 盤 沈 下

変 状

土壌汚染 土 壌 汚 染

騒 音 ○ ○ ○ ○
振 動 ○ ○ ○
低 周 波 音

一 般 廃 棄 物 ○ ○
産 業 廃 棄 物 ○ ○
建 設 発 生 土 ○
水 量 ・ 流 量 ・ 流 出 量

湧 水

潮 流

上 記 以 外 の 水 環 境 要 素

植 物

動 物

生 態 系

緑 の 質 ○
緑 の 量 ○

人と自然とのふれ
あい活動の場

人 と 自 然 と の ふ れ あ い 活 動 の 場

歴史的文化的
遺産

歴 史 的 文 化 的 遺 産

景　観 景 観 、 圧 迫 感 ○
日 照 阻 害 ○
テ レ ビ 受 信 障 害 ○
風 害 ○

コミュニティ施設 コ ミ ュ ニ テ ィ 施 設 ○
交 通 安 全 、 交 通 混 雑 ○ ○ ○
地 域 分 断

土 砂 流 出

崩 壊

斜 面 安 定

安　全 火 災 、 爆 発 、 化 学 物 質 の 漏 洩 等

生　物

緑

構造物の影響

地域交通

地形・地質

大　気

水

地　盤

騒音・振動・
低周波音

廃棄物等

水　象

                   　　　　　　　　　　　　　　　　環境影響要因

環境影響評価項目

工事中
供用時

施設の存在 施設の供用
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表 4－3 (1) 環境影響評価項目選定等の理由 

環境影響評価項目 項目の  
選定 現況の概要 選定した理由または選定しない理由 

地
球
環
境 

温室効果ガス  ○  

計画地周辺地域は、商業施設、業務

施設、鉄道用地及び集合住宅・戸建住

宅等からなる市街地であり、温室効果

ガスの発生要因として電気・都市ガス

の使用が挙げられる。また、駐車場利

用及び周辺道路を利用する自動車の

走行やアイドリングが挙げられる。  
計画地は現在、商業施設、業務施

設、交通広場、駐車場及び道路等で

あり、温室効果ガスの主な発生要因

として、商業施設、業務施設に設置

された冷暖房施設等、駐車場利用及

び走行中の自動車が挙げられる。そ

の他、商業施設、業務施設におい

て、電気、都市ガスの使用がある。  

本事業においては、商業施設及び業

務施設、公共施設等の冷暖房設備等

は、極力省エネルギー型の設備機器を

選定するとともに計画建物の断熱性

能の向上等に努める計画としている

が、原油換算エネルギー使用量が年間

1,500 キロリットル以上となることが

推測されることから、環境影響評価項

目（以下「評価項目」という。）として

選定する。  

大 

気 

大  気  質 ○ 

計画地周辺地域の一般環境大気測

定局（宮前測定局）及び自動車排出

ガス測定局（宮前平駅前測定局）に

おける令和 3 年度の測定結果では、

二酸化窒素濃度の評価、浮遊粒子状

物質濃度の長期的評価及び短期的評

価ともに各測定局で環境基準を達成

している。  
計画地は現在、商業施設、業務施

設、交通広場、駐車場及び道路等と

なっており、著しい大気汚染物質を

発生させる施設等はない。  
 

二酸化窒素（NO2）  令和 3 年度  

測定局  
年平  
均値  

日平均

値の年

間 98%
値  

評価  

宮前  
（一般局）  

0.012 0.030 ○  

宮前平駅前  
（自排局）  

0.016 0.032 ○  

評価：○=環境基準達成、×=環境基準非達成  
 
浮遊粒子状物質（SPM）令和 3 年度  

測定局  
年平  
均値  

日平均

値の年

間 2%除

外値  

評価  

宮前  
（一般局）  

0.012 0.025 ○  

宮前平駅前  
（自排局）  

0.013 0.028 ○  

評価：○=環境基準達成、×=環境基準非達成  

工事中の建設機械の稼働及び工事

用車両の走行により発生する、窒素酸

化物及び粒子状物質は、計画地周辺地

域の大気質に一時的に影響を及ぼす

可能性があると考えられる。  
また、供用時には、施設関連車両の

走行及び駐車場の利用による窒素酸

化物及び粒子状物質の発生並びに商

業施設及び業務施設、公共施設等への

冷暖房施設の設置により発生する窒

素酸化物が計画地周辺地域の大気質

に影響を及ぼす可能性があると考え

られる。  
以上のことから、評価項目として

選定する。  

注）○：選定した項目、－：選定しない項目  
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表 4－3 (2) 環境影響評価項目選定等の理由 

環境影響評価項目  
項目

の  
選定  

現況の概要  選定した理由または選定しない理由  

大 

気 

悪    臭 －  

計画地は現在、商業施設、業務施

設、交通広場、駐車場及び道路等で

あり、著しい悪臭を発生させる施設

等はない。  

工事中の舗装工事及び防水工事等

において、材料及び施工方法を検討

し、悪臭の発生抑制に努める計画であ

り、著しい悪臭を発生させることはな

い。  
また、供用時には商業施設及び業

務施設、公共施設等並びに住宅が新

設され、著しい悪臭の発生源となる

施設等の計画はない。  
以上のことから、評価項目として

選定しない。  

上 記 以 外 の  
大 気 環 境 要 素  

－  

計画地は現在、商業施設、業務施設、

交通広場、駐車場及び道路等であり、

上記以外の大気環境要素に影響を及

ぼす施設や要因はない。  

工事中、供用時ともに上記以外の大

気環境要素に影響を及ぼす要因はな

いことから、評価項目として選定しな

い。  

水 

水    質  
（公共用水域）  

－ 

計画地周辺地域の水質調査地点で

ある大日橋・五月橋における令和2年
度の生物化学的酸素要求量

（BOD75％水質値）の測定結果は、

大日橋1.7mg/L、五月橋1.6mg/Lであ

り、環境基準（C類型5mg/L以下）を

達成している。  
また、計画地内に井戸、河川、水

路等はない。  
なお、計画地の舗装面などに降った

雨水の一部は、雨水管を通じて、公共

用水域（河川）へ流入している。  

工事中の雨水排水は、仮設沈砂槽

等を設置し、砂利等を取り除いた上

で既設の公共下水道に放流する計画

である。  
また、供用時には、計画建物から

の排水は、既設または新設の公共下

水道に放流するため、公共用水域の

水質に影響を及ぼすような要因はな

い。  
以上のことから、評価項目として選

定しない。  

水    質  
（ 地  下  水 ）  

－ 

計画地は現在、商業施設、業務施設、

交通広場、駐車場及び道路等であり、

地下水の水質に影響を及ぼす要因は

ない。  

工事中の雨水排水は、仮設沈砂槽

等を設置し、砂利等を取り除いた上

で既設の公共下水道に放流する計画

である。  
また、供用時には、計画建物から

の排水は、既設または新設の公共下

水道に放流するため、地下水の水質

に影響を及ぼすような要因はない。  
以上のことから、評価項目として選

定しない。  

水    質  
（ 水   温 ）  － 

計画地は現在、商業施設、業務施設、

交通広場、駐車場及び道路等であり、

公共用水域の水温に影響を及ぼす要

因はない。  

工事中、供用時ともに、公共用水

域の水温に影響を及ぼす要因はない

ことから、評価項目として選定しな

い。  
 

底    質 － 

計画地は現在、商業施設、業務施設、

交通広場、駐車場及び道路等であり、

公共用水域の底質に影響を及ぼす要

因はない。  

工事中、供用時ともに、公共用水域

の底質に影響を及ぼす要因はないこ

とから、評価項目として選定しない。 
 

注）○：選定した項目、－：選定しない項目  
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表 4－3 (3) 環境影響評価項目選定等の理由 

環境影響評価項目 項目の

選定 現況の概要 選定した理由または選定しない理

由 

地 

盤 

地 下 水 位  － 

計画地周辺地域の水準点におけ

る平成29年度～令和3年度の年間地

盤変動量は、－3.2mm～＋6.4mm範

囲にあり、川崎市における地盤沈下

の監視目安（年間20 mm以下の沈

下）を下回っている。また、5年間の

変動量は＋0.9mm～＋2.3mmであ

る。  
計画地は現在、商業施設、業務施

設、交通広場、駐車場及び道路等で

あり、ほぼ平坦な地形で（標高（T.P.）
約67m）である。  

なお、計画地に井戸等の地下水

を汲み上げる施設はない。  

工事中の掘削工事には過剰な揚

水は行わず、遮水性の高い土留壁

を構築するなどにより、側方及び

下方からの地下水の流出を抑制す

るため、周辺地域の地下水位の低

下及びそれに伴う地盤沈下が生じ

るおそれはない。  
なお、山留支保工等にて土留壁

を構築し、地盤変状の監視及び防

止に努める。  
また、供用時には、地下水を汲

み上げる施設は存在しない。  
以上のことから、評価項目として

選定しない。 

地 盤 沈 下  － 

変   状  － 

土
壌
汚
染 

土 壌 汚 染 － 

計画地駅前街区は、昭和7年(1932
年)は樹林であり、昭和41年(1966年)
に建物や造成地、道路、駅舎の一部

が、昭和45年 (1970年 )に造園展示

場、店舗や事務所、駐車場などが確

認できる。昭和53年(1978年)に計画

地駅前街区内の南側にショッピン

グセンターが新築され、西側には店

舗や事務所、北側には鷺沼駅ビル、

交通広場、駐車場などが確認でき、

現在に至る。  
北街区は、昭和7年 (1932年 )は樹

林であり、昭和41年(1966年)に樹林

や造成地が、昭和45年(1970年)に郵

便局、農協支店が確認できる。昭和

58年(1983年)以降、三和銀行支店、

JA支店、横浜銀行支店、駐車場が確

認され、現在に至る。  
以上のこと及び計画地の土地利

用状況により、駅前街区及び北街

区の土壌環境に影響を及ぼすおそ

れのある施設や事項は確認されて

いない。  

計画地においては、既存の土地利

用履歴調査等により、汚染された土

壌はないと考えられる。  
また、供用時には商業施設及び

業務施設、公共施設等並びに住宅

が新設され、土壌汚染の要因とな

る施設等の計画はない。  
以上のことから、評価項目として

選定しない。 

注）○：選定した項目、－：選定しない項目  
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表 4－3 (4) 環境影響評価項目選定等の理由 

環境影響評価項目 項目の

選定 現況の概要 選定した理由または選定しない理由 

騒
音
・
振
動
・
低
周
波
音 

騒  音 ○ 

計画地周辺地域の発生源として

は、東名高速道路、一般国道246号
（厚木街道）、市道尻手黒川線等の主

な幹線道路や、計画地南側の市道鷺

沼36号線及び計画地の間を通る市道

久末鷺沼線等の主な道路における交

通騒音・振動、計画地北西側に接し

た東急田園都市線の鉄道騒音・振動

などが挙げられる。  
計画地は現在、商業施設、業務施

設、交通広場、駐車場及び道路等で

あり、騒音及び振動の主な発生要因

として、商業施設、業務施設、交通

広場、駐車場及び道路等を利用する

自動車の走行に伴う道路交通・振動

が考えられる。  

工事中の建設機械の稼働及び工事

用車両の走行により発生する騒音

は、計画地周辺地域の生活環境に一

時的に影響を及ぼす可能性があると

考えられる。  
また、供用時には、施設関連車両の

走行並びに商業施設及び業務施設、

公共施設等に設置する冷暖房施設等

の稼働による騒音が、計画地周辺地

域の生活環境へ影響を及ぼす可能性

が考えられる。  
以上のことから、評価項目として

選定する。  
なお、供用時には、駐車場の利用に

よる騒音の発生が考えられるが、自

走式駐車場及び荷捌き場所は地下

に、機械式駐車場はタワー型とする

ことで自走しない計画とするため、

計画地周辺地域の生活環境に著しい

影響を及ぼすような要因はないこと

から、評価項目として選定しない。 

振   動 ○ 

工事中の建設機械の稼働及び工事

用車両の走行により発生する振動

は、計画地周辺地域の生活環境に一

時的に影響を及ぼす可能性が考えら

れる。  
また、供用時には、施設関連車両の

走行による振動が発生し、計画地周

辺地域の生活環境への影響を及ぼす

可能性が考えられる。  
以上のことから、評価項目として

選定する。  
なお、供用時には、駐車場の利用に

よる振動の発生が考えられるが、自

走式駐車場及び荷捌き場所は地下

に、機械式駐車場はタワー型とする

ことで自走しない計画とする。また、

商業施設及び業務施設、公共施設等

に設置する冷暖房施設等の稼働によ

る振動の発生が考えられるが、建物

の屋上部等に設置するため、計画地

周辺地域の生活環境に著しい影響を

及ぼすような要因はないことから、

評価項目として選定しない。  

低 周 波 音 － 
計画地及びその周辺地域に著しい

低周波音の発生源は存在しない。  
工事中、供用時に著しい低周波音

を生じさせる要因はないことから、

評価項目として選定しない。 

注）○：選定した項目、－：選定しない項目  



 221

表 4－3 (5) 環境影響評価項目選定等の理由 

環境影響評価項目  
項目の

選定  
現況の概要  選定した理由または選定しない理由  

廃
棄
物
等 

一 般 廃 棄 物 ○ 

計画地は現在、商業施設、業務施

設、交通広場、駐車場及び道路等で

あり、商業施設等の事業に伴い一般

廃棄物が発生している。  

供用時において、住宅、商業施

設、業務施設、公共施設等から一般

廃棄物が発生することから、評価項

目として選定する。  

産 業 廃 棄 物 ○ 

計画地は現在、商業施設、業務施

設、交通広場、駐車場及び道路等で

あり、商業施設等の事業に伴い産業

廃棄物が発生している。  

工事中において、既存建物等解体

工事及び計画建物等の建設に伴い、

産業廃棄物が発生する。  
また、供用時において、商業施設、

業務施設、公共施設などの事業活動

に伴い、産業廃棄物が発生する。  
以上のことから、評価項目として

選定する。  

建 設 発 生 土 ○ 

計画地は現在、商業施設、業務施

設、交通広場、駐車場及び道路等で

あり、建設発生土の発生はない。  

工事中において、建設発生土が発

生することから、評価項目として選

定する。  

水
象 

水 量 ・ 流 量  
・ 流 出 量  －  

計画地は現在、商業施設、業務施

設、交通広場、駐車場及び道路等で

あり、計画地内に井戸、河川、水路

等はない。  
なお、計画地の舗装面などに降っ

た雨水の一部は、雨水管を通じて、

公共用水域（河川）へ流入してい

る。  

工事中の雨水排水は仮設沈砂槽等

を設置し、砂利等を取り除いた上で

既設の公共下水道に放流する計画で

あり、公共用水域の水象（水量、流

量、流出量）に影響を及ぼすような

要因はない。  
また、供用時には、雨水貯留槽等

による雨水流出抑制対策を行い、既

設または新設の雨水管を通じて、公

共用水域（河川）に放流する計画で

あり、水象（水量、流量、流出量）

に影響を及ぼすような要因はない。  
以上のことから、評価項目として

選定しない。  

湧   水  －  

計画地及びその周辺地域に湧水は

存在しない。  
計画地及びその周辺に湧水は存在

しないことから、評価項目として選

定しない。  

潮   流  －  

計画地及びその周辺地域に海域は

存在しない。  
計画地及びその周辺に海域は存在

しないことから、評価項目として選

定しない。  

上 記 以 外 の  
水 環 境 要 素  －  

計画地は現在、商業施設、業務施

設、交通広場、駐車場及び道路等で

あり、上記以外の水環境要素に影響

を及ぼす施設や要因はない。  

工事中、供用時ともに上記以外の

水環境要素に影響を及ぼす要因はな

いことから、評価項目として選定し

ない。  

生
物 

植    物 － 
計画地は現在、商業施設、業務施

設、交通広場、駐車場及び道路等で

あり、駅前広場及び歩道周辺の一部

に緑地帯があり植栽樹木が見られる

が、自然植生や注目される種、群

落、及び動物の主要な生息環境は確

認されていない。  

計画地においては、自然植生や注

目される種、群落、生息地は確認さ

れていないことから、評価項目とし

て選定しない。  動    物 － 

生  態  系 － 

緑 

緑  の  質 ○ 
計画地は現在、商業施設、業務施

設、交通広場、駐車場及び道路等で

あり、駅前広場及び歩道周辺の一部

に緑地帯があり植栽樹木が見られ

る。  

本事業において、計画建物の周囲

には可能な限り緑化を行う等、緑の

回復育成を図ることから、評価項目

として選定する。  
緑  の  量 ○  

注）○：選定した項目、－：選定しない項目  



 222

表 4－3 (6) 環境影響評価項目選定等の理由 

注）○：選定した項目、－：選定しない項目 

環境影響評価項目 項目の

選定 現況の概要 選定した理由または選定しない理由 

人
と
自
然
と
の 

ふ
れ
あ
い
活
動
の
場 

人と自然との

ふ れ あ い  
活 動 の 場  

－ 

計画地及びその周辺地域に人と

自然とのふれあい活動の場は存在

しない。  

計画地及びその周辺地域に人と自

然とのふれあい活動の場は存在しな

いため、評価項目として選定しない。 

歴
史
的 

文
化
的
遺
産 

歴史的文化的

遺 産 
－ 

計画地周辺地域では、計画地の北

西側約400m、西側約250m、東側約

100mに埋蔵文化財包蔵地が存在す

る。  
計画地には、埋蔵文化財包蔵地、

指定史跡及び指定文化財等は存在

しない。  

計画地には周知の埋蔵文化財包蔵

地、指定史跡及び指定文化財、並びに

その他の文化財は存在しないことか

ら、評価項目として選定しない。  

景 

観 

景 観 、  
圧 迫 感  

○ 

計画地及び計画地周辺地域の景

観特性としては、計画地北西側に鉄

道施設、北側に業務施設、東側に商

業施設が存在している。計画地周辺

地域は、市道久末鷺沼線に沿って北

側に向って高台となっており、低

層、中高層集合住宅や商業施設等が

存在し、低層～高層集合住宅、業務

施設、商業施設、運輸施設、鷺沼橋、

道路等といった景観構成要素が一

体となった市街地景観が形成され

ている。  

計画建物の存在により、景観及び圧

迫感の変化が考えられることから、評

価項目として選定する。  

構
造
物
の
影
響 

日 照 阻 害 ○ 

計画地及びその周辺地域は、鉄道

施設、業務・商業施設、住宅等の低

層建築物や中高層建築物が混在し

た市街地である。  

計画建物の存在により、日影が生じ

ることによる影響が考えられること

から、評価項目として選定する。  

テ レ ビ 

受 信 障 害 
○ 

計画建物の存在により、テレビ受信

障害の発生が考えられることから、評

価項目として選定する。  

風    害 ○ 

計画建物の存在により、風環境への

影響が考えられることから、評価項目

として選定する。  

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
施
設 

コミュニティ  
施    設 

○  

計画地周辺地域の教育施設は、計

画地西側約400mに鷺沼小学校、計

画地北側約400mに土橋小学校、計

画地南側約900mに有馬中学校があ

る。計画地は、駅前街区が鷺沼、北

街区が小台の町丁に分かれており、

学校区は駅前街区が鷺沼小学校、有

馬中学校、北街区は土橋小学校、宮

前平中学校となっている。  
また、計画地周辺地域の町内会

は、駅前街区が鷺沼町会、北街区が

小台町内会となっている。  
計画地周辺地域の公園等は、計画

地西側約450mに鷺沼公園、計画地

北東側約160mに小台1丁目こども

公園、計画地東側約160mに有馬1丁
目公園、計画地南西側約180mに鷺

沼第1公園がある。  

本事業においては、供用時の人口増

加に伴い、コミュニティ施設利用への

影響が考えられることから、評価項目

として選定する。  
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表 4－3 (7) 環境影響評価項目選定等の理由 

環境影響評価項目 項目の

選定 現況の概要 選定した理由または選定しない理由 

地
域
交
通 

交 通 安 全 、  
交 通 混 雑  

○ 

計画地周辺地域の主要な道路は、

駅前街区と北街区の間に通る市道久

末鷺沼線、駅前街区南側に面して市

道鷺沼36号線、北街区南東側に面し

て市道小台23号線があるほか、計画

地南側約400mに一般国道246号（厚

木街道）、北東側約800mに市道尻手

黒川線、西側約800mに東名高速道

路がある。  
道路交通センサス交通量調査によ

ると、計画地近傍に位置する一般国

道246号  (地点番号：Q21030、平成

27年度)における平日（昼間）12時間

交通量は、32,139台、計画地北側に

位置する市道尻手黒川線（地点番号：

Q40530、平成27年度））25,179台と

なっている。  

工事中には、工事用車両の走行が

計画地周辺の交通安全及び交通混雑

に影響を及ぼす可能性があると考え

られる。  
また、供用時には、施設関連車両の

走行並びに歩行者の往来が計画地周

辺の交通安全及び交通混雑に影響を

及ぼす可能性があると考えられる。  
以上のことから、評価項目として

選定する。  

地 域 分 断  － 

計画地の駅前街区内を市道鷺沼線

が通り、市道久末鷺沼線と接続して

おり、各交差点部等には、信号機付

きの横断歩道が設置されている。  

計画地駅前街区内の市道鷺沼線を

廃道する計画であるが、工事中は歩

行者通路を確保しながら、段階的に

工事を行うことにより、通行止めを

実施せず、車両・歩行者等への通行に

支障がないよう配慮し、地域分断を

生じさせない計画である。  
また、供用時には、計画地内に地

下通路や街区間デッキ、信号機付き

の横断歩道等を設け、歩行者が通行

することが可能になるため、地域分

断を生じさせるような要因はないこ

とから、評価項目として選定しな

い。  

地
形
・
地
質 

土 砂 流 出  － 

計画地及びその周辺地域は、下末

吉台地にあたり、大部分がオシ沼砂

礫層（砂・礫）及びT2（多摩Ⅱ）ロー

ム層となっており、計画地付近は表

層から10mまでは有機質土混じり粘

土質ローム、それ以下では有機質土

混じり砂となっている。  
計画地は現在、商業施設、業務施

設、交通広場、駐車場及び道路等で

あり、ほぼ平坦な地形で（標高（T.P.）
約67m）である。  

本事業において、掘削工事は行う

が、土砂流出及び斜面の崩壊防止の

ために山留め支保工にて土留壁を構

築するなど、土砂流出を伴う造成工

事、また、造成工事による大規模な

斜面や盛土造成地の出現はない計画

である。また、供用時においても地

形の改変は行わず、土砂流出、斜面

崩壊を発生させる要因、また、新た

な斜面の形成はない計画である。  
以上のことから、評価項目として

選定しない。  

崩   壊  － 

斜 面 安 定  － 

安 

全 

火災、爆発、 
化 学 物 質 の  
漏  洩  等  

－ 

計画地は現在、商業施設、業務施

設、交通広場、駐車場及び道路等で

あり、生活に危険を及ぼす可能性の

ある施設（工場、研究所等）は分布し

ていない。  

工事中、供用時ともに、危険物の貯

蔵所、取扱所等は設置しないことか

ら、評価項目として選定しない。  

注）○：選定した項目、－：選定しない項目  
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３ 環境配慮項目の選定 

（１）環境配慮項目の選定 

対象事業の計画内容と、計画地及びその周辺地域の環境特性、地域特性を勘案し、

環境配慮項目を選定する。 

選定した環境配慮項目及び選定等の理由は、表 4－4 に示すとおりである。 

 
表 4－4 環境配慮項目の選定 

環境配慮項目  
項目の

選定  
選定した理由または選定しない理由  

有害化学物質  －  
本事業において、工事中、供用時ともに、有害化学物質を取り扱

うような工種及び施設等はないことから、環境配慮項目として選定

しない。  

放射性物質  －  
本事業において、工事中、供用時ともに、放射性物質を取り扱う

ような工種及び施設等はないことから、環境配慮項目として選定し

ない。  

電磁波・電磁界  
 

－  
 

本事業において、工事中、供用時ともに、人への影響が懸念され

る強い電磁波・電磁界を発生するような工種及び施設等はないた

め、環境配慮項目として選定しない。  

光害  
 

－  
 

本事業において、計画地周辺の生活環境に著しい影響を及ぼす夜

間照明等を行う計画はないことから、環境配慮項目として選定しな

い。  

地震時等の災害  
 

○  
 

本事業では、計画建物に多数の利用者が集まることが想定され、

また、住宅による人口の増加があり、地震時等の災害が発生した場

合の安全確保が求められることから、環境配慮項目として選定す

る。  

生物多様性  〇  
本事業では、緑の回復育成を図る計画であり、生物多様性への配

慮が求められることから、環境配慮項目として選定する。  

地球温暖化対策  ○  

本事業では、工事中の建設機械の稼働や工事用車両の走行に伴う

温室効果ガスの排出があり、地球温暖化防止への配慮が求められる

ため、環境配慮項目として選定する。また、解体工事前に空調機な

どにあるフロンガスを指定開発行為者が適切に回収・処理する計画

であることから、環境配慮項目として選定する。  
なお、供用時については、環境影響評価項目として「温室効果ガ

ス」を選定しているため、環境配慮項目として選定しない。  

気候変動の影響への適応  ○  
本事業では、ヒートアイランド対策を含んだ暑熱対策等や、近年

ゲリラ豪雨などの被害対策が求められるため、環境配慮項目として

選定する。  

酸性雨  －  
本事業において、工事中、供用時ともに酸性雨の起因物質を著し

く発生させる行為や設備機器等の導入計画はないことから、環境配

慮項目として選定しない。  

資源  ○  
本事業において、工事中、供用時ともに資源の有効利用への配慮

が求められることから、環境配慮項目として選定する。  

注）○：選定した項目、－：選定しない項目  
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（２）環境配慮方針 

選定した環境配慮項目についての環境配慮方針は、表 4－5 に示すとおりである。 

 
表 4－5 環境配慮方針 

選定した  
環境配慮項目  

環境配慮方針  

工事中  供用時  

地震時等の災害  －  
・災害時の避難経路の確保など、安全確

保に努める。  
・地震時等の防災設備を整備する。  

生物多様性 －  
・植栽については、生物多様性に配慮し

た樹種の選定に努める。  

地球温暖化対策  

・建設機械の稼働及び工事用車両

の走行による温室効果ガス排出

の抑制及びエネルギー使用の低

減に努める。  
・法令を順守し、空調機などにあ

るフロンガスを適切に回収・処

理し、オゾン層破壊物質の排出

の抑制に努める。  

－  

気候変動の 
影響への適応 

－  

・人が集まる駅前に位置することも踏ま

えた、暑熱対策として、植栽樹木による

緑陰を創出する。  
・緑化等により可能な範囲で人工被覆の

改善に努め、暑熱対策を図る。  
・断熱効果による省エネ化や人工排熱の

抑制に努める。  
・設備機器の稼働に伴う人工排熱の低減

に努める。  
・台風やゲリラ豪雨などの治水・水害対

策に努める。  

資源  
・建設資材には、再生品や再利用が

可能な材料の使用に努める。  
・計画建物の長寿命化、リニューアルし

やすい構造の採用に努める。  
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